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①平成３０年度６月（１号）補正予算（平成30年7月6日議決）

総額 ２２億５，５００万円
【主な事業】Ｊヴィレッジの全面営業再開を見据え幅広く利活用方策を検討す
る取組、欧州で開催される展覧会に出展し観光客の誘客を促進する取組 等

１ 平成３０年度予算の概要

③平成３０年度３号補正予算（平成30年8月21日専決）

総額 ３，１００万円
【主な事業】 県議会議員補欠選挙を執行するための経費

②平成３０年度２号補正予算（平成30年7月24日専決）

総額 ３，９００万円
【主な事業】 県議会議員補欠選挙を執行するための経費

④平成３０年度９月（４号）補正予算（平成30年10月3日議決）

総額 １００億５，５００万円
【主な事業】 県有施設のブロック塀に関する安全対策や県産材を活用した
木製フェンスを設置するモデル事業の実施 等

⑤平成３０年度１２月（５号）補正予算（平成30年12月19日議決）

総額 ２５億８，６００万円
【主な事業】この夏の猛暑を踏まえた県立学校におけるエアコンの整備、県
産農林水産物の生産・販売の更なる強化 等

⑥平成３０年度１２月追加（６号）補正予算（平成30年12月19日議決）

総額 ８億 １００万円
【主な事業】県人事委員会勧告等に基づく給与改定に係る経費

◆ 平成３０年度当初予算編成後、復興・創生等に向け直面する課題に対応して、緊急に措置すべき経費等を計上
するため、合計９度の補正予算を編成。

⑧平成３０年度２月（８号）補正予算（平成31年3月7日議決）

総額 △１，１３９億９，２００万円
【主な事業】 河川の浸水被害防止に向けた対策の強化、土砂災害による被
害を防ぐための砂防及び治山事業の充実 等

⑦平成３０年度７号補正予算（平成31年1月11日専決）

継続費の変更
【主な事業】福島県庁西庁舎免震化改修１期（建築）工事

平成３０年度補正額 計 △１，０６０億円 【うち復興・創生分 △１，１２０億円】

平成３０年度予算累計額 １兆３，４１２億円 【うち復興・創生分 ５，０５８億円】

◎ 平成３０年度当初予算 「復興・創生チャレンジ予算」
総額 １兆４，４７２億円（うち復興・創生分 ６，１７８億円）

一日も早い復興の実現と地方創生に向けた取組の成果を、県民の皆さん一人一人に実感いただけるよう、更に挑戦を続け、福島の未来を
切り拓くための予算として編成。

⑨平成３０年度９号補正予算（平成31年3月29日専決）

総額 △ ７７億４，８００万円
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億円

その他経費
（△290億円△3.8%）

投資的経費
（＋326億円＋11.2%）

公債費
（＋153億円＋14.6%）

扶助費
（△21億円 △6.2%）

人件費
（△36億円 △1.4%）

（対前年度当初）
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県税
（△63億円△2.7%）

地方交付税等

（＋48億円＋1.6%）
※臨時財政対策債、
震災復興特別交付税

含む

国庫支出金
（＋38億円＋1.2%）

繰入金
（△259億円△9.4%）

県債
（＋293億円＋39.4%）

その他
（＋75億円＋3.1%）

億円

（対前年度当初）

歳 入

○先行きが不透明な海外
経済の影響などにより、
法人事業税等の下振れ
が懸念されることから、
前年度より減少する
見込み。

県 税

○実質的な地方交付税は
減額。

（普交＋臨財債 △45億円）
○震災復興特別交付税は
通常分とは別枠で確保。

（＋92億円）

地方交付税等

○復興関連の道路整備の
増等により増額。

国庫支出金

○帰還環境整備交付金基金、
原子力災害等復興基金等
の繰入金の減等により
減額。

繰入金

２ 令和元年度当初予算の概要

◎ 令和元年度当初予算 「復興・創生進化予算」
総額 １兆４，６０３億円（うち復興・創生分 ６，００１億円）

これまでの挑戦を進化させ、復興の加速と、福島ならではの地方創生に向けて様々な主体と共働し、全力で
取り組むための予算として編成。

歳 出

○ 人件費 新陳代謝（職員の
入れ替わり）によ
る減など

○ 扶助費 災害救助費の減少
など

○ 公債費 借換えによる元金
償還の増加など

義務的経費

○ 公共事業 復興関連の道路
整備や防災力強
化に向けた河川
整備の増加など

○ その他 ふたば未来学園
整備事業の減少
など

投資的経費

○ 補助費等 市町村除去土壌
搬出等支援事業
等の減少

○ 積立金 復興・創生に係
る基金積立等の
減少

など

その他経費

２

※対前年度当初 △１７７億円 △２．９％



３ 財源不足への対応（令和元年度当初予算編成時）

◆ 復興・創生に係る多様かつ膨大な財政需要等により、巨額の財源不足が発生
◆ あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら予算を編成

（１）財源不足額

（２）財源確保の状況

○ 令和元年度当初 ８４０億円

① 歳入確保 １０５億円
・ 特定目的基金の活用（３３億円）や県債の更なる活用（５７億円）など

② 歳出抑制 △１０億円

・ 事務事業の見直しなどによる徹底した歳出削減

③ 主要基金の取崩し ２８７億円

① 歳入確保 ４３８億円

・ 原子力災害等復興基金の活用（４１５億円）や資金手当債の活用（２４億円）

通常分

復興・創生分

３



◆ 平成２３年３月１１日の地震発生以降、避難者支援や被災施設等の災害復旧のほか、原子力災害に伴う放射性物質の
除染対策や県民の健康管理に関する費用など復興等に向け直面する課題に対応

４ 東日本大震災に伴うこれまでの予算措置

○平成２２年度 <５号補正予算～６号補正予算>

総額 １７１億円
（うち震災・原子力災害対応分 ２３７億円）

予算総額 ： １６兆４，４２２億円 【うち復興・創生分 ： ８兆７，４４０億円 】（総額に占める割合 ： ５３％）

これまでの主な復興・創生事業（予算額累計）

１兆５，５４３億円 ３，６１５億円 ３，４６５億円

１，８７８億円 ３兆 ９８億円 ２兆７，７６５億円

除染対策（除去土壌搬出）
支援

災害救助法による救助 企業立地・グループ補助

復興公営住宅整備 復興関連基金への積立 その他（県民の健康管理、各種拠点整備 等）

○平成２６年度 <当初予算、１号補正予算～９号補正予算>

総額 １兆９，９０３億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆１，３５０億円）

○平成２９年度 <当初予算、１号補正予算～７号補正予算>

総額 １兆５，４７２億円
（うち復興・創生分 ６，９４８億円）

○平成２４年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算>

総額 １兆８，０６８億円
（うち震災・原子力災害対応分 ９，３２８億円）

○平成２５年度 <当初予算、１号補正予算～８号補正予算>

総額 １兆７，７３７億円
（うち震災・原子力災害対応分 ９，９２７億円）

○平成２７年度 <当初予算、１号補正予算～７号補正予算>

総額 ２兆 ５０６億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆１，６５６億円）

○平成２８年度 <当初予算、１号補正予算～５号補正予算>

総額 ２兆 ８３６億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆２，３１６億円）

○平成２３年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算>

総額 ２兆３，７１５億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆４，６１９億円）

○平成３０年度 <当初予算、１号補正予算～９号補正予算>

総額 １兆３，４１２億円
（うち復興・創生分 ５，０５８億円）

５，０７６億円

災害復旧（公共事業）

○令和元年度 <当初予算>

総額 １兆４，６０３億円
（うち復興・創生分 ６，００１億円）

４



今後の取組

今後の取組

５ 今後の課題

◆ 中期財政見通しにおいて、平成３０年度～令和２年度の３年間で１．５兆円の事業費が見込まれ、うち今後確保
が必要となる財源は１．２兆円程度の見込みとなっている。

◆ さらに、本県の復興に向けては、復興・創生期間後（R3～）も、引き続き長期かつ安定的な財源の確保が必要。

◆ 復興・創生を着実に進めるため、あらゆる機会を捉えて必要な財源の確保を国に働きかけるなど、必要と
なる財源の確保に努める。

※「中期財政見通し」（平成29年６月改訂）に基づく財源不足額。平成３０、令和元年度は、当初予算における主要基金取崩額を併せて記載。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

財源不足額（見通し） ３７０億円 ３８０億円 ３５０億円

主要基金取崩額 ３１６億円 ２８７億円

◆ 今後見込まれる財源不足に対しては、財政の健全性を確保しながら、各種県債・基金の有効活用に加え、

業務執行方法の改善などによる内部管理経費の節減や事業のｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙﾄﾞの徹底等により歳出の
精査に努める。

財源不足額の見込み

今後の課題

復興・創生分

通常事業分

５


